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新たなイノベーションの原石が、神楽坂に輝く

特別座談会   時代に必要な
ビジネススクールとは



きっかけが得られるんでしょうね。

若林　そのとおりです。子ども心を

取り戻す場と言えるかもしれませ

んね。平成までは欧米がイノベー

ションを主導し、キャッチアップ型

の日本では、暗記や計算ができる

こと＝頭の良さでした。令和になる

と、イノベーション層に中国が加わ

り、その下層に「AI」があって、さら

に下に日本が位置することになり

ます。下手をするとAIの部下にもな

りかねません。だからこそ、考える

力や生きる力、そして“答えは多様

で特別解”だ、ということが次代の

鍵になってくると思います。

木 村 　 企業も教育機関も、いまだ

高度成長期の成功体験を引きずっ

ているのではないでしょうか。直感

力なんて不要、均質な人間たちが集

まって、グループとして力を発揮す

れば、上手くいくんだと。しかし、

その後の失われた30年を考えれ

ば、そうした姿勢は、もう通用しなく

なっていることは明らか。新たな視

点から、人間の力を引き出していく

こと。それがビジネススクールの役

割ではないかと思っています。

理科大MOTは、
次のステップへ

合同連携シンポジウム

『ビジネススクールを考える』　2020年1月28日（火）開催

株式会社ニコン 相談役（元代表取締役会長）　　木村 眞琴 氏

一橋大学 大学院 経営管理研究科 教授　　Christina L. Ahmadjian 氏

首都大学東京 特任教授（青山学院大学 名誉教授）　　北川 哲雄 氏

東京理科大学 経営学研究科 技術経営専攻 専攻主任（専攻長）　　若林 秀樹 氏

理科大MOTは、社会ニーズに適したビジネススクールに変化す

るため、2018年より、他大学や企業と協同してシンポジウムを

開催してきた。今回は、ビジネススクールのあるべき姿にフォー

カスして、徹底討論を行った。欧米や中国と比較して、なぜ日本

のビジネススクールは評価が低いのか。原因は、企業側にある

のか、それとも日本社会が悪いのか、あるいはビジネススクー

ルの質はどうか。歯に衣着せぬ意見が活発に飛び交い、課題の

本質に迫る貴重な議論が展開された。
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ば 生 き 残 れ な い 。企 業 に お い て

は、そう言い切っても過言でない

くらい、“変化”が重要です。それに

呼応して、大学側も変わっていくん

だと、その意気込みがあるだけで、

私は理科大MOTの取り組みを高く

評価できると思います。

榎 戸 　 2 0 2 0 年 の 春 からは、理 科

大MOTがさらに進化すると伺って

います。具体的に、どのようにカリ

キュラムが変わるのでしょうか。

若林　“MOT2.0”と銘打ち、理科大

M O T は バージョンアップします。

具体的には、本学の学生は、理系

7 割 、文 系 3 割 の 構 成 比 に なって

いるのですが、理系の人は、大学

時代はあまり経済やファイナンス

を勉強していません。また文系の

方々のうち、物 理 や 化 学、数 学を

学んだという人は少ないでしょう。

そうした分野では、少しレ ベルを

落として、基礎からしっかり理解し

てい た だく。その た め に、選 択 必

修の「基礎科目」を用意しました。

これが第1点です。2点目は、企業

のリーダーを招いて議論するとい

う「実践リーダーシップセミナー」

という科目がありました が、その

ジュニア版を作りました。例えば、

理科大MOTの卒業生が教壇に立

ち、実際に新規事業を取り組む中

で、どのように苦しんでいるのか、

はたして成功したのか失敗したの

か、可能な範囲で発表してもらい

ます。学生と立場や年齢が近く、小

さくとも成功を収めつつある、そう

いった人と議論することによって、

事業提案や起業が他人事ではなく

なることが、この科目のキモです。

そして第3に、「妄想」という切り口

です。アメリカでも、デザイン思考

は古いと言われていて、むしろ妄

想やアート、あるいは哲学が大事

と言われています。そういうことを

取り込みながら、新しい科目にチャ

レンジしていきたいと思っていま

す。

AIの奴隷か、それとも
イノベーションの担い手か。
次代を生き抜く力を手にせよ

榎 戸 　 木 村 さん は 、企 業 や 教 育

機関に対して、変化の必要性を強

調されていましたが、ビジネスス

クールの未来像を、どのようにお

考えでしょうか。

若林　そう、例えば木村さんが、ど

こかの大学の学長に就任されたと

したら、どうでしょう。どのようなカ

リキュラムを編むのか、気になると

ころですね。

木村　考えたこともなかった、とい

うのが正直なところですが……。企

業のため、社会のために、いかに

有為な人材を育て上げるか、そこ

に尽きると思いますね。経営にお

いては、定量的な分析をもとに意

思決定をすることがありますけれ

ども、一方では、定性的、感覚的に

決めるケースもあるんです。私の経

験では、あるとき、アメリカの

ベンチャー企業が提案したプロト

タイプ製品に、大きな衝撃を受け

たことがありました。しかし、クオリ

ティ自体は稚拙なものでしたので、

社内からは、猛烈な批判があるわ

けです。にもかかわらず、私は自分

の直感に従って、反対勢力を押し切

り、商品化へと突き進みました。実

際に、そういうこともあるのです。

若林　直感力というのでしょうか、

これからの理科大MOTでは、まさ

にそこを鍛えたいと考えています。

榎 戸 　 そ の 直 感 力 は 、社 会 人 に

なってからも磨かれるものでしょ

うか。

若林　そう思いますね。視野が広

く、好奇心の強い人は、これからの

時代も生き抜ける、AIにも負けな

いと考えています。

榎戸　理科大MOTに来れば、眠っ

て い た “ ワクワク感 ” を 引 き 出 す

榎戸 教子 氏

アナウンサー（ファシリテーター）
大学時代にスペイン国立サラマン
カ大学へ留学。さくらんぼテレビ、
テレビ大阪のアナウンサーを経て
2008年より経済キャスターに。BS
テレ東『日経プラス10』のメイン
キャスターや『NIKKEI日曜サロン』
のキャスターを務め、世界および
日本経済、政治、マーケットに影響
のあるニュースを伝えている。

BSテレ東『日経プラス10』
メインキャスター
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が集まり、同じベクトルを持って突

き進んでいくだけでよかった。しか

し、今の時代では、均一な人材が集

まるだけではダメですね。多様な

意見を持った人たちが、侃々諤々、

議論をぶつけ合いながら、新しい

視点を見出していくことが必要に

なると思います。こうした今日的な

ニーズに、大学はどう応えていくの

か、将来に向けてどういった教育を

していくのか。今と未来をしっかり

見据えることが、専門職大学院には

必要だと申し上げました。

榎戸　木村さんは、ニコンの社長

や会長を経験される中で、カメラ

の 歴 史 を 見 てこられ たと思 いま

す。フィルムの時代があって、デジ

カメになって、今はスマホが台頭

して……。いつ収益構造がガラッ

と変わるか分からず、現状が安心

なんていうことは、もはやありえな

いんでしょうね。

木村　まさにそのとおりで、今の

時代では、安心できる事業という

ものはないですね。技術革新のス

ピードが非常に速くなっていると

同時に、アプリケーションサイドか

らも、さまざまな技術が生まれて

いく。それに対応していると、事業

はどんどん変化していく。これはも

う当然のことです。

若 林 　 理 科 大 M O T のコンセプト

は 、C X O 、例 えば 企 業 の C E O や

CTOを生み出すこと、あるいは起

業 家を生 み 出 すこと。これ に対し

て、木村さんから「ただのCXOでは

不十分」とご指摘を受けたことが、

強く印象に残っています。「変化の

時代に対応できるCXOをつくるこ

とが肝要」。その助言には、大変な

感銘を受けましたし、理科大MOT

の目標を再考するうえで、大変貴

重な指針となりました。

バージョンアップするカリキュラム。
時代の趨勢を先取りし、
実践志向のさらなる充実を図る

若 林 　 ビジ ネススクー ル の 問 題

を検討するうえで、2つの論点が

あります。早稲田大学ビジネスス

クール教授（2004-2016）を務め

られ た 、ローランド・ベ ルガ ー の

遠藤氏が問題点として挙げてらっ

しゃったことですが、ひとつは、社

会経験のないストレートマスター

の 入 学 を 認 めるスクー ル が 多 い

こと。もうひとつは、グラデュエー

ション ペ ー パ ー を 書 か せ な いこ

と。主に、その2点がダメではない

かと指摘されています。

榎 戸 　 逆 に、理 科 大 M O T は 募 集

学 生を社 会 人 に限 定し、また、伝

統としてグラデュエーションペー

パーにも取り組んでこられていま

すね。まさにそれが、理科大MOT

だからこそ提供できる価値、その

源泉になっているのでしょう。

若 林 　グ ラデュエ ー ション ペ ー

パーというものは、学生にとって、

また教員にとっても、非常に大き

な エネ ル ギ ーを傾 ける必 要 があ

ります。しかし、決して手抜きをす

ることはできません。例えば、「ビ

ジネス企画提案」に挑戦してもら

う。これはまさに学生自身が社長

になったような思いで、自社の新

規事業提案をしてもらいます。そし

て、学生・教員、はたまた学生の所

属企業を巻き込み、みんなで提案

を議論して、ブラッシュアップして

いきます。中には実際にお客さん

に持って行って、評価をもらうケー

スもありました 。さまざまな 経 営

戦略の理論も、実際に役立たなけ

れば、机上の空論。企業の方には

ご迷惑かもしれませんが、理科大

MOTの理論をビジネスの場に持

ち込んで、実践することに価値が

あると考えています。

木村　その取り組みは、非常に面

白いと思いますね。変わらなけれ

若林 秀樹 教授

東京大学大学院工学系研究科修了。野
村総合研究所入社。欧州系証券会社、JP
モルガン証券で日本株部門を立上げ、マ
ネージングディレクター株式調査部長、
みずほ証券ヘッドオブリサーチ・チーフ
アナリストを歴任。ヘッジファンドの共同
創業、シンクタンクの創業を経て、2017
年、東京理科大学専門職大学院イノベー
ション研究科に就任。2018年より現職。

MOT専攻主任（専攻長）
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現状維持などありえない。
激変の時代に、
ビジネススクールは
どのような価値を提供できるか

榎 戸 　日本 の ビジ ネススクー ル

は、現在進行形の社会ニーズに応

えることができているのでしょう

か。課題、問題点は、どのようなと

ころにあるとお考えでしょうか。

若林　企業は常にマーケットと対

峙し、顧客のニーズを反映しなけ

ればいけません。しかし、ビジネス

スクールの中には「社会ニーズを

無視して」とまでは言いませんが、

アカデミックの 殻 に 閉じこもり、

独自の方向性、理念で活動してい

るように思います。だから、私もさ

まざまな経営者の方々と議論をし

て、今のビジネススクールの何が

ダメで、何 が 良 い の か、意 見を求

めています。ひとつ 見えてきた の

は、“一般解”と“特別解”というキー

ワードです。普遍的な真理である

一般解を追求することは、学問の

あり方として間違ってはいません

が、実際の現場では、企業ごとに

境 界 条 件 が 大きく異 なります。一

般 解を理 解したうえで、個々の 条

件に応じた特別解を提案すること

が必要なのです。重要なのは、知

識の丸暗記ではなく、多様なセン

ス、コミュニケーション能力、考え

る力や生き抜く力。日本のビジネ

ススクールには、それらが欠けて

いるのでは。

榎戸　近年、専門職大学院の設置

基準が改正され、教育課程連携協

議会を設けることが義務付けられ

ました。木村さんは、外部識者とし

て理科大MOTの協議会に参画

されていますが、どのようなご 提

言をされてきたのでしょうか。

木村　第4次産業革命が進行する

現 在、環 境 の 変 化 に応じて、企 業

も大学も変わらなければいけませ

ん。高度成長時代には、均質な人材

時代に必要なビジネススクールとは
AI（人工知能）が人間を超えるシンギュラリティ時代が目前に迫り、

人材の価値、企業のあり方に地殻変動が起きている。

AIに雇用が奪われる仕事も出てくる中で、ビジネススクールの担うべき役割は大きい。

にもかかわらず、日本のビジネススクールに対する企業の評価は高くない。−−それはなぜか。

MOT2.0として、新たなステージへと進む

この理科大MOTの価値を再考するとともに、

日本のビジネススクールのあり方について、議論を試みた。

座談会メンバー

木村 眞琴  氏 （株式会社ニコン 相談役）    ×  若林 秀樹  教授   ×  榎戸 教子 氏 （ファシリテーター）

木村 眞琴 氏

株式会社ニコン 相談役
早 稲 田 大 学 大 学 院 理 工 学
研究科修了後、日本光学工業

（現ニコン）入社。2010年、
取締役社長兼社長執行役員
に就任し、2014年からは取
締役会長を務める。2017年
に退 任を表 明し、以降 は 同
社の相談役となる。

東 京 理 科 大 学 専 門 職 大 学 院
教育課程連携協議会委員
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社会人が通学しやすい環境
通学しやすい授業開講期間・時間帯

授業は、四半期を軸に、平日夜間、土曜日に開講します。

通学しやすい立地

授業を実施する神楽坂キャンパスの最寄りの駅は、鉄道5路線が交差する飯田橋駅となり、駅から徒歩5分以内の場所に学び舎があります。

講義資料等は学内イントラネットで配信

授業科目の履修申告、講義資料配付、大学からのお知らせ、各授業のレポート提出等は、学内イントラネットにより行われ、社会人学生にとって無駄がありません。

修了生へのアフターフォローの活動

本専攻では修了した学生への能力の向上を目的に「知の定期健康診断」を実施し、修了後のサポート体制を構築しています。

入学金 授業料 施設設備費 合計

200,000円 1,170,000円 300,000円 1,670,000円

2019年度初年度納付金（年額）
● 授業料、施設設備費は2回に分納できます。
● 2年次の授業料、施設設備費は1年次と同額となります。
● 上記の他、その他の納付金として学生傷害共済補償費を徴収します。
● 学校法人東京理科大学の設置する大学学部を卒業し、
　 技術経営専攻に進学する者は、入学金を半額とします。

平日夜間開講

土曜日昼間開講

18：40～20：10 20：20～21：50

8：50～10：20

14：30～16：00

10：30～12：00

12：50～14：20

16：10～17：40

● 平日は18：40から21：50まで、
　 土曜日は8：50から19：20までと
　 なります。
● 授業の実施時間は
　 90分または180分となります。

2021年4月より土曜日授業の時間帯を
45分拡充予定です。

【参考】 2019年度授業開講期間・時間帯について

四半期開講期間

1A期

1B期

2A期

2B期

4月10日（水） ～ 6月11日（火）

6月12日（水） ～ 8月 6日（火）

9月20日（金） ～ 11月19日（火）

11月15日（金） ～ 1月28日（火）

学期 期　間

17：50～19：20

 Learning Style for Business Persons
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本学は、「科学技術」と「経営」の実践的融合を図った教育で身につけた先端的な技術経営分野における学識と卓越した能力、グローバル

な思考と高い職業倫理を持って、多様化する社会ニーズを分析予測し、イノベーション戦略を策定することにより、研究開発から市場化へ

のプロセスにおける一連のイノベーションを実現する人材を養成します。

起業・イノベーション実現といった時代の流れに沿うよう、経済・経営に力点を移す形で、ジョブターゲットを明確にした教育プログラムを

編成し、社会の変化に対応できるCXOを育成します。

CXOに必要な知識・知見を養う教育プログラム

選択5科目
基礎科目

必修8科目コア科目

選択19 科目

時代の変化に対応できるCXO

プロジェクト（2年次）
プロジェクトエクササイズ（1年次）

演習科目

実践ケーススタディ
実践CXO・起業家ケーススタディ

演習科目

社
会
連
携
科
目

科目20選択 科目15選択

科目21選択

（
エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ 

　
　

   

）

E

T
O
M

T
O
M
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各授業科目は8つの教育研究領域に分類され、各領域を学び深めることによって、CXOへの道が繋がっていきます。

教育研究領域

経済学と
財務・会計

コンプライアンス

マーケティング

リーダーシップとリスク

ビジョナリー・シンキング

目標CXO

経営戦略と組織行動

先端科学技術と産業

イノベーション・
起業

CFO CMO CTO

CEO/COO 起業家社外役員・監査役

目指すCXOと役員の構成要素

これからの経営者やリーダーは、ヒトモノカネのリソースバラン

スだけでなく、社会や環境との調和の中で、新しい価値感や生き

方、ビジョンを提示することが必要となります。また、AI・ロボッ

ト化が進む中では、ビジョナリー・アートシンキング力が必要に

なるでしょう。海外 MBA 大学でも、デザインシンキングはもう

古く、アート的な発想が重要だと認識されつつあります。会社の

あり方だけでなく、業界、エコシステム、社会も設計創造します。

▶ CEO 、起業家（ NPO 法人）も含め必須 

ビジョナリー・シンキング

デジタル、ネットの新しい時代に、新しい形のリーダーシップ、

フォロワーシップを身につけ、そのリスクの取り方を考慮し、

EXIT も意識することが、CXO や起業家を目指す上で重要です。

理論だけでなく、多くのリーダーの話を聞き、感じ、議論します。

▶ CEO、COO、起業家だけでなく、　よき部下においても、必須

リーダーシップとリスク

基本的な経営戦略だけでなく、政策を含めて学びます。また組織

についても、スタティックなだけでなく、ダイナミックに変わる

ところを学びます。オープン・クローズ戦略や、無形固定資産活

用も、知識的な内容でなく、その戦略的な活用を考えます。

▶ CXO に必須

経営戦略と組織行動

IoT 時代に、業界を超えて再編が起こる中で、他業界の動向や最

先端の科学技術、IT について認識し、活用することは重要と考え

ます。

▶ CTO に必須

先端科学技術と産業

イノベーションを起し、起業する中で、コンプライアンスの観点

から知見を得ることが重要です。

▶ CXO に加え、社外取締役や監査役も必須

コンプライアンス

イノベーションや起業はハイテク MBA に重要です。

▶起業家や、新規事業担当者、CTO にも必須

イノベーション・起業

デジタルマーケティングやブランディングを学びます。

▶ CMO に必須

マーケティング

マクロの経済学、ミクロの会計財務、M&A や CVC などを学びます。

▶ CFO やベンチャーキャピタリストに必須

経済学と財務・会計
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2019年度 授業科目 （MOT1.0）

イノベーションを生む企業文化

イノベーション志向型競争戦略

デザイン思考

イノベーション志向型マーケティング

世界の中の日本とアジア

意思決定の経済分析

リーダーシップと倫理

グローバル戦略・組織論

組織進化論

グローバル化と知識交流

経営管理会計1

経営管理会計2

コア科目

ベンチャービジネス論

イノベーションの歴史

起業家精神の原則

新製品開発に応用する伝統技術

先進的ものづくりとサプライチェーンマネジメント

研究開発組織のマネジメント

IＴの戦略的利用

ソフトウェアとインターネットビジネス開発

ビジネスで成功するための戦略

ビジネスモデルのためのグローバルＩＰシステム

プロトタイピングと製品・サービス開発

コンセプト創造と新規事業開発

ライフサイクルマネジメント

バイオ医療のビジネス開発

ダイナミック環境下の知財戦略

中小企業論

日本企業の海外展開

デザイン関連知財

デザイン戦略

先端技術の知財保護

特許制度の基礎

組織原則とナレッジマネジメント

データ分析による意思決定

グローバルビジネス交渉力

オペレーションズマネジメント

業界分析

サービス戦略とイノベーション

製造業のサービス化

チャネルマネジメント

ビジネスモデルイノベーション

企業合併と買収マネジメント

アドバンスド戦略マネジメント

コーポレートファイナンスと資本市場

ベンチャーファイナンス

アドバンスド経済分析

デジタルマーケティングとソーシャルメディア

アドバンスドマーケティング＆ブランド戦略

国際企業法務と戦略

フィンテック戦略

MTI寄附講座

MBA寄附講座

アドバンスドリーダーシップ

トラック科目 トラック科目

トラック科目

プロジェクト 1〜4
演習科目

PROJECT

実践リーダーシップセミナー 1-1〜3-2

演習科目
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2020年度 授業科目 （MOT2.0）

カリキュラム新旧対照表

企業産業分析予測

ユーザーイノベーション

先進ビジネスモデル

実践組織戦略

アドバンスド戦略
マネジメント
サブスクリプション

科学技術・産業政策

フィンテック戦略

グローバル・チャイナ産業
イノベーション
ＩＣＴビジネス展開

企業合併と買収

グローバル経済

実践コーポレート
ファイナンス
行動経済学

チャネルマネジメント

アドバンスド
マーケティング戦略
ブランド戦略

21世紀に求められる倫理

グローバルビジネス交渉力

ビジョナリー・妄想力

企業産業分析予測

ユーザーイノベーション

イノベーションの歴史

起業家精神の原則

ベンチャービジネス

フィンテック戦略

技術・ものことづくり

ＩＣＴビジネス展開

スタートアップサイエンス

デザイン思考

デザインコンセプト創造

デジタルマーケティングと
ソーシャルメディア

先端科学技術の知財保護

特許制度の基礎

国際企業法務と戦略

地域知財戦略

ダイナミック環境下の
知財戦略

21世紀に求められる倫理

ビジョナリー・妄想力

マネジメント総論

日本企業の海外展開

アドバンスドリーダーシップ

価値創造

生命関連産業特別講義

生活関連産業特別講義

サービス関連産業
特別講義

製造産業特別講義

金融産業特別講義

イノベーション・
起業特別講義

経営戦略・
組織行動特別講義

先端科学技術特別講義

経済・財務・会計特別講義

マーケティング特別講義

リーガル戦略特別講義

リーダーシップ特別講義

ビジョナリー・シンキング
特別講義

企業産業分析予測

ユーザーイノベーション

イノベーションの歴史

起業家精神の原則

実践組織戦略

アドバンスド戦略
マネジメント

科学技術・産業政策

フィンテック戦略

研究開発マネジメント

技術・ものことづくり

デジタルトランス
フォーメーション

グローバル・チャイナ産業
イノベーション

ＩＣＴビジネス展開

デザイン思考

デザインコンセプト創造

ブランド戦略

デジタルマーケティングと
ソーシャルメディア

21世紀に求められる倫理

ビジョナリー・妄想力

トラック科目 トラック科目トラック科目

技術経営修士（専門職）の授与プロセス（修了要件等）［2020年度入学生］
【修了要件等】

　修業年限は2年で、40単位以上を修得する。ただし、基礎科目に配置する授業科目は、　　
　修了要件に含めない。
　1） 必修科目を全て履修し、修得する。
　2） 実践CXO・起業家ケーススタディ１・2のどちらか一方を履修し、修得する。
　3） 2年次に配属されたトラックの選択科目6科目以上を履修し、修得する。

【履修の各種条件等】
　1） 教員から基礎科目の履修を指導された学生は、指定された授業科目を履修し、修得すること。
　2） 2年次に配置科目の履修は、授業科目毎に定める指定科目の修得を履修条件とする。
　3） 2年次に進級する条件は、全てのコア科目を履修し、修得する。

実践CXO・起業家ケーススタディ１〜3
実践ケーススタディ

プロジェクトエクササイズ
プロジェクト1〜4

科学技術基礎
財務・会計基礎

マーケティング基礎
経営基礎

経済学基礎

演習科目

基礎科目

E-MOT

FUNDAMENTAL

アントレプレナー 社会連携科目イノベーター

イノベーション志向型マーケティング

コンプライアンス・リスク管理論

科学技術論

経営管理会計

マクロ・ミクロエコノミクス

イノベーションを生む企業文化

組織進化論

イノベーション志向型経営戦略論コア科目
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教員プロフィールの詳細は、ホームページをご確認ください。
https://most.tus.ac.jp/teacher/

生天目 章 氏

防衛大学校 名誉教授
米空軍研究所科学技術局科学 顧問
防衛大学校卒業／スタンフォード大学大学
院修士課程及び博士課程Ph.D取得。防衛
大学校では、ニューラルネットワークやマル
チエージェント、複雑ネットワーク、ゲーム
理論などの研究に取り組む。1996年には防
衛大学校情報工学科教授を務める。

新美 潤 氏

前外務省駐ポルトガル大使
東京大学法学部卒業。外務省に入省。在イラ
ン日本国大使館一等書記官、大臣官房海外
広報課長、大臣官房領事移住部領事移住政
策課長、同政策課長を歴任し、大臣官房在外
公館課長へ。その後、衆議院事務局参事・国
際部長。外務省大臣官房付を経て、2017年
から駐ポルトガル特命全権大使を務める。

丹羽 宇一郎 氏

公益社団法人日本中国友好協会 会長
元 伊藤忠商事株式会社 会長
名古屋大学法学部卒業。伊藤忠商事入社、
主に食料部門に携わる。2004年、同社取締
役会長に就任。その後、内閣府経済財政諮
問会議民間議員や内閣府地方分権改革推
進委員会委員長を経て、中華人民共和国駐
箚特命全権大使、日中友好協会会長を歴任。

藤野 英人 氏

レオス・キャピタルワークス株式会社
代表取締役社長兼CIO
早稲田大学法学部卒業。1990年から野村投
資顧問、ジャーディンフレミング投信・投資
顧問、ゴールドマン・サックス・アセット・マネ
ジメントを経て、レオス・キャピタルワークス
を創業。CIO（最高投資責任者）に就任する。
2015年より、同社代表取締役社長兼CIO。

Michael A. Cusumano 氏

MITスローン経営大学院 教授
米マサチューセッツ工科大学（MIT）経営大学院

「スローン・マネジメント・レビュー」主幹教授。米
プリンストン大学を卒業し、米ハーバード大学で
博士号を取得（Ph.D）。ビジネス戦略と情報技術
の研究で著名。アントレプレナーシップ・イノベー
ション教育推進をミッションに掲げ、2016年から
2017年まで東京理科大学特任副学長を務めた。

東京大学大学院経済学研究科単位取得退学。経済学博士。青山学院大
学経営学部助教授、東京大学社会科学研究所教授、一橋大学大学院商
学研究科教授を経て、東京理科大学大学院イノベーション研究科教授。
東京大学・一橋大学名誉教授。専門は日本経営史、エネルギー産業論。
総合資源エネルギー調査会委員などを務める。

橘川 武郎  講師

株式会社中央アド新社取締役会長
北海道大学農学部卒業。アサヒビール入社。中央研究所で商品開発に従
事。アサヒビール取締役マーケティング本部長、アサヒグループホール
ディングス常務取締役海外担当役員、専務執行役員インドネシア代表(在
ジャカルタ)を経て、現在（株）中央アド新社会長。

池田 史郎  講師

株式会社アイレップ
獨協大学卒業。本学経営学研究科MOT修了。第一広告社（現：I&S BBDO）
に入社。デジタルアドバタイジングコンソーシアム設立時のスタートアップ
メンバーとして出向。I&S BBDOに帰任後はネットメディアと制作の2部門
を統合したインタラクティブ部を統括。2007年、レリバンシープラス代表
取締役副社長に就任。

田村 修  講師

一橋大学大学院経営管理研究科教授
ハーバード大学卒業／スタンフォード大学ビジネス・スクール経営学修士
課程修了。コロンビア大学ビジネス・スクール助教授を経て、一橋大学大
学院国際企業戦略研究科教授。日本取引所グループ、住友電気工業、アサ
ヒグループホールディングスの社外取締役も務める。

Christina L. Ahmadjian  講師

キャセイ・トライテック株式会社代表取締役、
ザインエレクトロニクス株式会社取締役
中国科学技術大学～東京大学大学院卒業。松下電送システムに入社。FAX
通信ソフトウェア及びデジタル通信の開発に従事した後、中国市場開拓の
マーケティング業務を経て、キャセイ・トライテックを創業。

中原 隆志（戴志堅）  講師

株式会社野村総合研究所 上級コンサルタント
慶應義塾大学理工学部卒業／同大学院理工学研究科修了、コロンビア大
学Executive Development Program修了。野村総合研究所にて、放送・通
信産業や電機産業における事業戦略立案、新規事業立ち上げ支援などに
従事。2004年から2008年まで野村総合研究所アメリカに勤務。

中山 裕香子  講師

非常勤教員
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小池 淳義 氏

ウエスタンデジタルジャパン プレジデント
早稲田大学大学院理工学研究科修了。
東北大学大学院にて工学研究科電子工
学専攻・工学博士号取得。サンディスクの
代表取締役社長を経て、2018年より、ウ
エスタンデジタルジャパン、およびHGST
ジャパンの代表取締役社長を兼任。

中島 茂 氏

中島経営法律事務所 代表弁護士
東京大学法学部卒業。司法研修所を経て
弁護士として活躍を始め、中島経営法律事
務所を設立。日本証券クリアリング機構の
社外監査役や、リクルートの社外監査役を
歴任。2006年から2011年の日経ビジネス
弁護士ランキング（コンプライアンス部門、
危機対応部門）で、5年連続1位を記録する。

小長 啓一 氏

島田法律事務所 弁護士、元通商産業省 事務次官
岡山大学法文学部卒業。通商産業省（現：
経済産業省）に入省。通産大臣秘書官、
総理大臣秘書官として田中角栄氏を支え
る。通商産業事務次官、アラビア石油の
取締役社長、AOCホールディングス取締
役社長を経て、2007年に弁護士登録し、
島田法律事務所に所属。

佐々木 繁 氏

元 株式会社富士通研究所 代表取締役社長
岩手大学大学院工学研究科修了。富士
通に入社し、富士通研究所に配属。数々
の先進的な動画像処理システムの実用
化研究開発に携わり、2004年には世界
初非接触型手のひら静脈認証技術を発
表。オーム技術賞、情報処理学会業績
賞、IAPR Fellowに選出。

瀧口 登志夫 氏

キヤノンメディカルシステムズ株式会社 代表取締役社長
東京大学工学部卒業。東京芝浦電気に
入社、医用機器事業部に配属。その後、
東芝アメリカメディカルシステムズ社オ
ペレーションマネージャへ。執行役常務
を経て、2014年からキヤノンメディカル
システムズ株式会社代表取締役社長。

寺澤 達也 氏

経済産業省 顧問、前経済産業省 経済産業審議官
東京大学法学部卒業／ハーバード大学ビ
ジネススクールでMBAを取得。通商産業省

（現：経済産業省）に入省後は機械情報産
業局総務課、公正取引委員会事務局経済部
調整課、内閣総理大臣秘書官等を経て、商務
情報政策局長に就任。2018年から2019年に
かけて、経産省経済産業審議官を務める。

石橋 哲 教授 （みなし専任）

東京大学法学部卒業。日本長期信用銀
行、Citibank N.A、産業再生機構、東京
電力福島原子力発電所事故調査委員
会（国会事故調）、政策研究大学院大
学客員研究員等を経て、株式会社Blue 
Planet-works 取締役。2019年4月より
現職。

山崎 知巳 教授

1990年、東京大学工学部卒業、東京大学大学院工学
系研究科修了、米国コロンビア大学国際行政大学院
修了。通商産業省入省、機械情報産業局、貿易局、生
活産業局、通商政策局経済協力部、経済産業省産業
技術環境局、中小企業庁、在アルゼンチン日本国大
使館勤務、経済産業省製造産業局化学課機能性化
学品室長、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）バイオテクノロジー・医療技術
部長、国際部長、電子・材料・ナノテクノロジー部長、
IoT推進部長、国立研究開発法人産業技術総合研究
所(産総研)人工知能研究センター副センター長、企
画本部副本部長、経済産業省産業技術環境局大学
連携推進室長兼内閣府参事官。2019年9月より現職。

Robert Alan
Feldman 教授 （みなし専任）

マサチューセッツ工科大学大学院修了、
博士号を取得（Ph.D）。その後、国際通貨
基金を経て、モルガン・スタンレーMUFG
証券シニアアドバイザー。2018年より
現職。

坂本 正典 教授

東京大学工学研究科博士課程修了(理
学博士)。㈱東芝（総合研究所、米国MIT
客員研究員、液晶事業部など）、コビオ
ンGmbHビジネスマネジャーを経て、
2004年より本学イノベーション研究科
教授。2019年4月より現職、本専攻兼担。

経営学部経営学科  教授

上席特任教授
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教員プロフィールの詳細は、ホームページをご確認ください。
https://most.tus.ac.jp/teacher/

Academic系、Business系、Consulting系のABCの視点からの専任教員の構成し、教育の質保証と学生の質向上を図ります。

荻野 誠 教授

早稲田大学政治経済学部及び東京都
立大学法学部卒業、筑波大学大学院経
営・政策科学研究科修了。（株）日立製作
所に入社、知的財産権本部ライセンス
部長・戦略企画室長、（株）日立国際電気 
知的財産権本部本部長を経て、2012年
本学イノベーション研究科教授に就任
し、2018年4月より現職。日本ライセンス
協会会長などを歴任。

淺見 節子 教授

東京大学理学部卒業、同大学大学院理
学系研究科修了。特許庁に入庁し、審査
基準室長、医療上席審査長、特許審査第
三部首席審査長、審査第三部長を経て、
2013年本学イノベーション研究科教授に
就任し、2018年4月より現職。産業構造審
議会・知的財産分科会・特許制度小委員
会委員、審査基準専門ワーキンググルー
プ委員、日本知財学会理事などを歴任。

加藤 晃 教授

防衛大学校卒業、青山学院大学大学院
博士後期課程修了(博士(経営管理)。貿
易商社、AIU保険会社、AIGインシュアラ
ンスサービス(株)代表取締役社長、愛知
産業大学教授を経て、2020年4月より現
職。経済産業省ISO/TC322（サステナブ
ルファイナンス）国内委員・日本代表エ
キスパート、金融SDGs研究会理事など
を歴任。

生越 由美 教授

東京理科大学薬学部卒業。特許庁に入
庁、政策研究大学院大学助教授を経て、
2005年本学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究科教授に就
任し、2018年4月より現職。知的財産戦
略本部コンテンツ・日本ブランド専門調
査会委員などを歴任。（財）機械産業記
念事業財団第1回知的財産学術奨励賞

（日本知財学会特別賞）受賞。

日戸 浩之 教授

東京大学文学部卒業、東京大学大学院
経済学研究科修士課程修了。野村総合
研究所入社、コーポレートイノベーショ
ンコンサルティング部グループマネー
ジャー、上席コンサルタントの他に北陸
先端科学技術大学院大学客員教授を
兼務。2019年4月に本学教授（みなし専
任）に就任し、2020年4月より現職。

岸本 太一 講師

一橋大学商学部卒業、一橋大学大学院
商学研究科修士課程研究者養成コー
ス修了、一橋大学大学院商学研究科博
士後期課程修了(博士（商学）。一橋大学
大学院商学研究科特任講師、東京大学
ものづくり経営研究センター特任助教、
敬愛大学経済学部准教授を経て、2014
年イノベーション研究科講師に就任し、
2018年4月より現職。

宮永 雅好 教授

早稲田大学法学部卒業、東京大学大学院法
学政治学研究科修士課程修了、早稲田大学大
学院アジア太平洋研究科博士後期課程修了
(博士(学術)。日本債券信用銀行（現 あおぞら
銀行）入社、シュローダー・インベストメント・
ジャパン、プルーデンシャル・インベストメン
ト・ジャパンCIO、(株)ファルコン・コンサルティ
ング代表取締役を経て、2017年イノベーショ
ン研究科教授に就任し、2018年4月より現職。

宮永 博史 教授

東京大学工学部卒業、マサチューセッ
ツ工科大学大学院修了。NT T電気通
信研究所、AT&T・Bell研究所、Lucent 
Technologiesマーケティング・ディレク
ター、SRI、デロイト・トーマツ・コンサル
ティング（現アビームコンサルティング）
統括パートナー、同社取締役を経て、
2004年本学イノベーション研究科教授
に就任し、2018年4月より現職。

若林 秀樹 教授［専攻主任（専攻長）］

1984年東京大学工学部卒業、東京大学
大学院工学系研究科修士課程修了。（株）
野村総合研究所入社、欧州系証券会社シ
ニアアナリスト、JPモルガン証券マネージ
ングディレクター株式調査部長、（株）み
ずほ証券ヘッドオブリサーチ・チーフアナ
リスト、日本株投資運用会社のヘッジファ
ンドを共同設立、最高運用責任者、代表
取締役、（株）サークルクロスコーポレー
ション設立、代表取締役を経て、2017年イ
ノベーション研究科教授に就任し、2018
年4月より現職。日経新聞等の人気アナリ
ストランキングで電機部門1位5回など。

専任教員
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大学院 経営学研究科
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2020年春号

新たなイノベーションの原石が、神楽坂に輝く
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